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１．はじめに
　2015年に国土交通省の行政計画（社会資本重点整備計画、国土利用計画）にグリーンインフラ（Green Infrastructure: GI）が明記されて以降、我が国でも多様な分野においてグリーンインフラの導入に向けた議論が急速に活発化している。欧米においては、2010年前後から“グリーンインフラ”という言葉が行政文書に用いられ、これらの議論を踏まえて生物多様性条約の締約国会議や国連防災世界会議においても取り上げられている。日本では、2019年4月には、国土交通省、環境省といった省庁だけでなく、地方自治体の様々な地域の行政計画においてGIの文言が盛り込まれるようになっている。GIとは、多様な分野の研究者や実務家が参加する“グリーンインフラ研究会”においては、「自然が持つ多様な機能を賢く利用することで、持続可能な社会と経済の発展に寄与するインフラや土地利用計画を、グリーンインフラと定義する。（グリーンインフラ研究会ら（2017））*」と整理されているが、これ以外にも様々な定義が示されている。既存の国内外の行政文書やレポートにおいても、GIは様々な位置づけや、多様な捉え方がなされており、統一的な解釈が十分にできているとは言えない。今後の新たなGIの議論を円滑に進めるために、国内外の既往のGIの位置付けを整理することが求められる。
２．分析方法

2015年までに発刊された海外の行政文書におけるGIの捉え方を示した記載内容から政策的な位置付けを分析し、既往のGIに対する捉え方のパターンを明らかにする。本研究において調査対象は、グリーンインフラ（または類似の考え方のEco-DRR：Ecosystem based Disaster Risk Reduction（生態系を活用した防災・減災）を含む）の文言が記載された行政文書として、国内外の省庁、地方自治体の各種行政計画のほか、ガイドラインや普及啓発に向けたパンフレットを収集した。これらの行政文書におけるGIの捉え方を整理するとともに、GIの対象としている事業や計画に関する記述を分析し、欧州及び米国等におけるGIの考え方を整理した。さらに、近年の国内のGIに関する各分野における議論を整理し、我が国の社会的自然的特性や中長期的な社会課題を踏まえて、今後の我が国に期待されるGIの考え方を考察した。
３．分析結果

欧州、米国ともに、GIの用語は、2000年台から研究者等により用いられていたが、行政計画として明確に記載される時期は2010年前後になってからである。政策文書としては、欧州委員会では、2013年の“欧州グリーンインフラ戦略（EU Green Infrastructure Strategy）”、米国では、2010年前後に策定された環境保護庁における雨水管理における行動計画が一つの区切りと捉えられる。欧州委員会では、グリーンインフラは「多様な生態系サービスを享受するためにデザインされ、管理されている自然環境・半自然環境エリア、及びそのほかの環境要素をつなぐ戦略的に考えられたネットワーク」とされており、さらにロンドンやバルセロナなど、都市の行政計画のGIの記述において、持続的な地域の発展に向けて、多様な生態系サービスの発揮とそれらのネットワークの重要性が示されている。一方、米国の環境保護庁では「グリーンインフラは植生や土壌、自然のプロセスを用いて、水管理をおこない、より健全な都市環境を創出する」と記載されており、ポートランドやニューヨークなどの行政文書において、都市洪水の対策や下水道の管理の手法としてGIは捉えられることが多い。また、欧米の行政文書やガイドブック等の掲載事例を整理するとGIは森林や湿地などの生態系そのものから、農地や遊水地などの半自然環境、雨水浸透機能を備えた植生帯、街路樹等の生態系を融合させた人工構造物まで様々な事例が整理されている。欧州と米国のGIの捉え方としての共通点は、GIを生態系サービスを生み出すストックとして捉え、自然の機能を活用するという視点を持っている点である。この自然の機能の活用が共通している一方で、欧州では地域活性化、米国では雨水管理への志向など、GIが目指す方向や重視する生態系サービスは異なっている。そして、これら欧米における違いは、行政計画のGIの政策的な位置付けを見ると、欧州の地域経済の停滞、米国の都市洪水への懸念などの社会的課題に対応していると捉えられる。
４．結論

欧米のGIの政策的な位置づけは、自然環境の多様な機能を社会課題の解決に用いるアプローチと理解される。この点に関しては、日本では人口減少における社会的な変化を踏まえ、低未利用地の積極的な活用に重き置いたGIのあり方が数多く議論されている。これに加えて、日本のGIの議論では、自然の多様な機能の活用とともに、欧米の政策的位置づけで捉えていない、生態系の特性を踏まえた土地利用に関する議論が進んでいる。つまり、頻発化する自然災害へのリスクへの対応として、Eco-DRRの考え方を取り入れた土地利用のあり方が模索されており、GIの政策的な捉え方や対象について、欧米で議論されてきた政策的位置づけを広げているとも捉えられる。今後、日本における議論や取組の推移を精査することで、GIの新たな政策的な活用範囲が明らかになる可能性がある。
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